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新年あけましておめでとうございます。所員の皆様のご多幸と実践・研究の更なる発展を祈念して

おります。 

日本地域福祉研究所は今年の１２月２３日で２０周年を迎えます。全国の草の根の地域福祉実践を日

本社会事業大学の大学院修了生達と一緒に支援し、豊かに高めたいと発念して早２０年が経ちます。 

全国地域福祉実践研究セミナー、日韓地域福祉実践セミナー、CSW研修講座、『コミュニティソーシャ

ルワーク』の発刊等振り返りますとよくぞここまで頑張ってこれたなと感慨一入です。 

この間、社会福祉の考え方、実践方法も大きく変り、今日では生活困窮者自立支援法の成立、行政と

住民の協働、障害者の地域自立生活支援におけるケアマネジメント、あるいは社会福祉行政の地域主

権化等、本研究所が希求してきた課題がいずれも大きな政策課題になり、かつその解決に不可欠な方

法としてコミュニティソーシャルワークが位置付いてきました。嬉しい限りです。 

本年は２０年間の総括をしっかりと行い、日本地域福祉研究所の更なる発展と社会貢献の在り方、方

向付けをしたいと思っています。所員の皆様のご支援、ご協力を心よりお願い致します。 

（2014 年 1 月 30 日 記） 

 
第１９回地域福祉実践研究セミナー（みなまたセミナー）報告 

水俣市社会福祉協議会 

田代 久子 

たくさんの「ありがとう」と、たくさんの「しまっ

た！」を抱えながら、水俣社協の熱い夏が終わっ

た。それも豪雨とともに。 

 これまで全国的規模の研修会開催を数回経験

してきたが、日本地域福祉研究所の地域福祉実

践研究セミナーは何かが違っていた。 

その答えを 1日たっぷりと時間をかけたワーク

ショップのアンケートの中に見つけた。それは、

「まるで専門職だけで話し合っているくらい住民

の方々の地域福祉に関する意識の高さに驚い

た」。「なにげない一言に自らの活動の反省の機

会となりました」。「社協には不満があったが自分

に欠点がある事に気づいた。親しみを感じた」。

そこには、参加者一人ひとりがこれまで携わって

きた活動を他者に伝えながら検証している姿が

映し出されていたのだった。感じて、気づき、顧み

る。このことを研究者とともに住民が実感できた

ことは貴重な財産となり、これからの支えとなる

だろう。 

今回のみなまたセミナーで得たものは、住民

と社協にとって計り知れないほど大きいものと

なった。参加者・関係団体に対する感謝はいつま

でも止むことがないだろう。 
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2013 年度 冬の公開研究セミナー報告 
（2013年 12月 23日実施） 

 

「コミュニティソーシャルワーク実践のモニタリング・評価・システム化」 

          ―ＣＳＷ実践者養成からシステムへー 
日本地域福祉研究所理事・主任研究員 

國光 登志子 

 

コミュニティソーシャルワーク（CSW）に対する

必要性と期待は 2004 年頃から社会福祉協議会

を中心に実践者養成・配置が始まった。当研究所

においても、2005 年以降毎年、実践者養成研修

を開催し 1,200 人を超える修了者を出している。 

高齢化、少子化、核家族化、経済状況の不安定、

地域の過疎化等々社会情勢の厳しい変化の中で、

社会的孤立世帯への対応が地域の課題となって

いる背景からも各地で CSW 実践者が求められて

いる。セミナーでは、2013年 3月に発表された

野村総合研究所による全国調査の結果報告を受

けた後に、全国的にも個別支援を行うとともに地

域ネットワークを構築している地域の実践活動は

どのように課題を克服し展開・発展してきたのか

先進地 5 か所の報告を受けた。取り組みを開始し

たばかりの地域や目下検討中の関係者等は、休

憩時間にも活発な名刺交換を行い、終了後の懇

親会においても熱心に情報交換が繰り広げられ

た。休日にもかかわらず午前・午後を通して定員

を超える参加者が実践報告を受けとめ、最後に

大橋謙策理事長より CSWの発展・展開に関する

総括講演を行い閉会した。 
 

 

 

 

 

 

 

「我が国における CSW実践者の配置と課題―全国調査からー」 
野村総合研究所コンサルテイング事業本部 

公共経営コンサルテイング部 磯崎 彦次郎氏の報告 
日本地域福祉研究所理事・主任研究員 

國光 登志子 

 

2012 年 12月に実施した全国調査では、全国

都道府県の約半分（24 都道府県）が CSW養成研

修を実施しており、社協職員に止まらず、地域包

括支援センターにまで対象を広げている。先進地

域では地域包括支援センターとの圏域を一致さ

せ、CSWの配置により住民主体の福祉活動や地

域の福祉課題解決力を強化しているところもあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

CSW のチーム体制としては、専任 1人以上を

配置している機関 37.8％で、専任はおらず兼任

で対応しているところが 62.1％。兼任 CSWの 9

割強による CSW 兼務時間の割合 60％以下であ

った。 

対応テーマでは高齢者、障害者の問題には対

応しているものの学齢期への子どもへの対応が

少ない傾向となっているが、これらの原因として

は、既存の制度につなぐことによって役割が果

たせるものへの対応となっているのではないか

と想定している。 

CSW配置の効果としては、地域支援におけるネ

ットワーク形成、キーパーソンとの関係構築、地域

アセメントが挙げられ、個別支援では専門職、サ

ービスへのつなぎ、アウトリーチによる問題発見

等について CSW が自己評価していることが分か

った。 

今回の報告は時間的制約もあり量的調査結果

を中心とした報告であったが、市町村ヒアリング

も行われており詳細は、野村総合研究所のホー

ムページにアップされているので参照されたい。



 

 

 

「ソーシャルネットワークの形成と展開」 
一関市社会福祉協議会（高齢者総合相談センターしぶたみ） 

中澤 伸一 

 

 高齢者総合相談センターしぶたみでは、地域に

住む高齢者の生活の不安や孤立等の様々な事例

から、住みよいまちづくりのため、早期発見及び

介入の目的として、平成 24 年 4 月に「高齢者見

守り体制関係者連絡会」を発足し、見守りや声掛

け等の活動を行っています。 

 この活動は平成 23 年 3 月に発生した東日本

大震災を教訓として安否確認の現状と課題を普

段の生活に生かしていく取り組みとして始まりま

した。見守りは福祉関係者だけでなく、生活に身

近な新聞店、牛乳配達事業所等の民間事業所と

も連携をしながら、現在 24 事業所が登録及び活

動をしています。 

 日常業務の配達時に声がけをしたり、高齢者に

何らかの支援が必要と気づいた場合は、センター

に連絡が入ります。その後、センターの職員が訪

問し対応します。その経過については連絡した事

業所にも報告します。 

 センターの連絡先が配達員にすぐ分かるよう

に、名刺サイズのステッカーを配布する工夫もし

ました。 

 また、センターでは住民の方々が回覧板などの

配布の際に声がけしながら異変をキャッチする

「緩やかな見守り活動」にも同時並行して取り組

んでおり、車の両輪としてそれぞれの取り組みを

支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「氷見市におけるソーシャルサポートネットワークの形成と展開」 
氷見市社会福祉協議会 

森脇 俊二 

氷見市では、昭和 57年以降、地区社協の設立

を皮切りに、社協のケアマネジメント機能の強化

や関係機関のネットワーク構築に努めてきた。こ

の 30 年を振り返ると、一人の生活課題に対して、

地域、専門職、行政がそれぞれの役割を認識し、

支える側としての課題も同時に検討し、住み慣れ

た地域で暮らすための環境を創ってきたことが

わかる。 

そのことが表れている展開例として、地域住

民の個別支援であるケアネット活動の実践から見

えた気づきをもとに安心生活創造事業を活用し、

地域、専門職、行政のそれぞれの支援体制の検

討と、それを結ぶ連携体制の構築を図った実践

を挙げたい。 

地域では、外出や買い物等の困難者を支援す

る生活支援サービスの実施やより多くの生活課

題を掘り起こすための地区社協ごとの相談窓口

の設置が実現した。この動きと連動するように、

それを支える行政、専門機関の質の向上のため

の研修開催や地域から挙がってくる複合的な課

題を抱えた相談を具体的な支援につなげるため

の総合相談窓口の設置（今春設置予定）へとつ

なげ、多職種連携強化の一歩を踏み出した。 

 この実践を通じ、当事者や地域、行政、専門機

関の誰かだけが頑張るのではなく、それぞれの

持っている力をお互いが共有し、発揮できる環境

を整備することが社協の役割だということを私

たちが認識し、事業間のつながり、他機関との連

携を意識しなければいけないと感じている。 

また、今後予測される生活課題に対して、常に

先手を打って予防していく機能を高めていくた

めに、これまで築き上げてきたネットワークを今

まで以上に強めることが喫緊の課題だと捉えて

いる。



 

 

「ソーシャルサポートネットワークの形成と展開（長野県茅野市）」 
茅野市健康福祉部 地域福祉推進課 

森井 潤 

茅野市社会福祉協議会 

丸茂 丈実 

茅野市では、地域福祉計画（福祉 21ビーナス

プラン）に基づき、市内に 4 か所の保健福祉サー

ビスセンターを設置し、市においては SWや保健

師を、社会福祉協議会においては CSWを配置し、

総合相談窓口の最前線としてケアマネジメントの

手法を用いたチームアプローチ支援を実践して

います。これらの実践は、日々の個別訪問活動を

柱としつつ、住民自らの手による地域福祉活動等

を支援することを通じて、地域における潜在的ニ

ーズを発掘するといった視点も重要視して行わ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茅野市の地域福祉は「みんな同じ空の下」とい

うかけ声のもと「私のことを気にかけてくれてい

る人がこの空の下にいる」をひとつのキーワード

に展開をしています。 

平成 27年 4 月からの生活困窮者自立支援法

の施行にむけて、市においては住民からの生活

困窮のサインをより早く的確に把握し支援につ

なげていくために、保健・税務・こども家庭・水道・

都市計画（公営住宅関係）・消費者生活センター

等による庁内ネットワーク化が動き始めたほか、

生活保護部門で蓄積されている生活困窮者支援

のスキルを保健福祉サービスセンターにも広げ

るべく研修が始まりました。社会福祉協議会にお

いては、今年度から日常生活自立支援事業を

CSWが担当するとともに、生活福祉資金の貸付

担当者や住民参加型福祉サービス担当者等とも

連携しやすい体制を築きました。また、市と社会

福祉協議会との間で生活困窮相談者の情報を共

有し効果的な支援ができるよう連携をしていく

方針が出され、すでに始まっています。 

今後は、茅野市の地域福祉の取り組みに、「生

活のしにくさ」を抱える者の支援を加え、市と社

会福祉協議会がそれぞれの役割を明確にし、地

域にある社会資源の活用も視野に入れた仕組み

づくりとその効果的な活用を推進していきます。 

 

 

「住民組織による高齢者福祉活動～自治会区小地域福祉実践活動から～」 
島根県松江市淞北台いきいきライフを推進する会 

会長 高橋 博 

淞北台は 1970 年前後に建設された、当時の勤

労者向け住宅団地で、30 歳代の若者が競い合っ

て入居しました。戸数は約 600（戸建分譲 300・県

営等集合 300）で、現在人口は 1,320 人、高齢化

率 36%、自治会は単一組織で全世帯が加入して

います。 

高齢化は 1990 年代終り頃から顕著になり、自

治会の最重要課題となりました。自治会は超高齢

化時代に備え、高齢者福祉事業を代行する住民

組織の本会を 2001 年 4 月に発足させました。福

祉はずぶの素人組織、暗中模索の中で「楽しく元

気に老いる」を合い言葉に、交流を主目的とする

自立生活の支援事業に取り組むことにしました。

一つずつできることから実践してきた活動が、今

日では生きがいづくり（自助）事業 18 種目、要援

護者支援（互助）事業 4 種目、外部福祉団体との

連携（共助）事業 3種目の計 25 種目にまで拡充

することができました。 

高齢者の健康維持をはじめ、引きこもり防止、

安否確認、認知症・介護予防等に少なからず寄与

していると確信しています。 



 

 

 

「淞北台団地における住民主体のまちづくりと 

活動を支えるコミュニティーソーシャルワーカー」 
島根県松江市社会福祉協議会・松東地域包括支援センター 

安部 さつき（社会福祉士） 
 

松江市からの報告は、開発から 40 年を経過し

住民の超高齢化問題を抱える新興住宅団地にお

いて、住民主体による 13年間のまちづくりの取

り組みの経過をリーダーから報告するとともに、

活動を支えてきたワーカーの振り返りから感じて

いることを報告させていただきました。 

 ワーカーとしての関わりは平成 12年からです

が、地区担当から地域包括支援センターに異動し

て相談の都度、統一されたシートへの記録とチー

ムでの検討・評価など、個別支援での事例検討の

積み重ねを実感すると同時に、地域支援におけ

る事例検討の必要性と継承の大切さを痛感して

いる日々です。担当者間の話し合いは、とかく事

業の打合せと日程調整から抜け切れない現状で

はありますが、今後コミュニティワークの事例検

討を重ねることで担当者の自信と誇りを取り戻

せるのではないかと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新潟市社協の CSW配置からモニタリング・評価へ」 
新潟市社会福祉協議会 地域福祉課 

池田 貴之 

新潟市社協では新潟市の先見性と英断もあり、

平成 19 年度に CSWを各区社協に配置しました

が、当初は法人内職員の意識醸成が不十分で、

ワーカーの苦悩は続きました。しかし、平成 22 年

度に事業計画の重点項目に位置付け、組織全体

で CSW 機能の推進が明確化されました。 

23 年度から行政と社協で市内の専門職に対し、

CSW の視点を持ってもらい、普段の業務を行うう

えで、制度の狭間となっている問題等を、社協

CSW につなげてもらう「地域福祉コーディネータ

ー」を養成しており、市全体の体制整備を進めて

おります。 

このような過程を経て、現在、各区社協では課

題に向き合い、住民や専門職アンケート等を実施

しながら、課題解決に向けた取組をしています。

しかし、CSWが機能すれば新たな組織化・事業化・

サービス開発が進展しますので、事業の再編や

ワーカーの環境整備は今後の課題といえます。

また今年度は、配置成果をワーカー自身で検証

しましたので、その結果を次期新潟市社協総合

計画、地域福祉計画に反映すること、加えて、ニ

ーズキャッチや課題解決のシステム等、CSW 機能

を次期諸計画に盛り込み、地域包括ケアのまち

づくりをどう展開していくのか、新潟市社協は重

要な局面を迎えています。 

 このたび、日本地域福祉研究所より、このよう

な機会をいただき、全国のワーカーや関係機関

と交流できたことに感謝いたします。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

◆ご寄附への御礼◆ 

 

当研究所の活動に対し、下記の方々からご寄附を頂きました。 

心より厚く御礼申し上げます。 
 

・青山 登志夫様 ・大橋 謙策様 ・髙橋 信幸様 ・原田 正樹様 

・小野 敏明 様 ・神山 裕美様 ・金井 敏 様 ・宮城 孝 様 
 

（ご寄附受付順） 

◆コミュニティソーシャルワーク実践者養成研修◆ 

2013 年度第 9 期のコミュニティソーシャルワーク実践者養成研修【基礎編】では、

27 名の方が全課程を修了致しました。また、今回から修了証を刷新して発行しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆日本地域福祉研究所 創立２０周年記念式典◆ 

 日本地域福祉研究所は、おかげさまで２０１４年１２月２３日で創立２０周年を迎えま

す。現在、記念式典の開催にむけて実行委員会を立ち上げ、企画調整中です。詳細が確定

し次第、随時お知らせ致します。また、記念誌を発行する予定ですが、現在「協賛広告」

を募集しております。皆さまのご参加とご協力について、何卒よろしくお願い申し上げま

す。 

        ＜２０周年記念式典＞（予定） 

         期日：２０１４年１２月２３日（祝・火） 

         時間：１１時～：基調講演 

            １３時～：記念シンポジウム 

            １６時～：理事長記念講演 

            １８時～：懇親会 

         場所：アルカディア市ヶ谷 

       ＜協賛広告について＞ 

         ・Ａ４半サイズ：  ５，０００円 

         ・Ａ４フルサイズ：１０，０００円 

         ※詳しくは当研究所事務局へお問合せ下さい♪ 

ＴＥＬ：０３-５２２５-０２３７ 



 

 

 

「団塊世代ももう一輝き！」 
主任研究員 中野いく子 

 

2013 年４月から主任研究員に就任しました。

前職は、東海大学健康科学部社会福祉学科の教

員で、社会福祉概論、高齢者福祉論等を担当し

ていました。駆け出しの頃は、三浦文夫先生の

下で、当時、イギリスから入ってきたコミュニ

ティ・ケア論に触発されて、地域福祉の理論的

枠組みやボランタリーアクシ

ョンの役割などを研究してい

ました。先日、大橋先生から、

その頃は輝いていたと言われ、

研究所でもう一輝きしなさい

ということか？お役にたてる

よう、ちょっとだけ頑張る気

になっているところです。 

よろしくお願いします。 

◆2014 年度 第 20 回 

地域福祉実践研究セミナー（in とやま） 
開催地である富山県高岡市を 

舞台に、今後の地域づくりの 

あり方を社会福祉協議会関係 

者、地域福祉実践者、研究者 

と現場を結び、地域福祉実践 

を豊かに展開することを目的 

に検証・協議・研究します。 

全国の皆様のご参加をお待ち 

しております。 

◆2014 年度春の公開研究会（予定） 

公開研究会テーマ 

「生活困窮者自立支援と 

コミュニティソーシャルワーク実践」 

期日：２０１４年５月３１日（土） 

時間：１３時２０分～17 時 

場所：（財）テクノエイド協会 会議室 

会費：所員２，０００円 ╱ 一般３，０００円 

定員：６０名（先着順とさせて頂きます） 

申込：当研究所 HP にてご確認ください 

◆2014 年度通常総会について 

上記公開研究会に先立ち、下記日時で通常総会

を開催します。所員の皆さまのご出席をお待ち

しております。 

期日：２０１４年５月３１日（土） 

時間：１１時～１２時 

場所：（財）テクノエイド協会 会議室 

◆新入会所員のご紹介 
 2013 年 3 月～2014 年 3 月までに、下記

の 10 名の方が新たに入会しました。 

（所員総数 196 名） 

○染野 享子 氏 
（法政大学大学院多摩共生社会研究所） 

○田中 和代 氏 
（鴨川市役所鴨川市福祉総合相談センター） 

○本田 和隆 氏 
（特定非営利活動法人秋桜舎コスモスの家） 

○三枝 誠一 氏 
（社会福祉法人豊島区民社会福祉協議会） 

○中山 毅 氏 
（大和市社会福祉協議会） 

○小林 美都 氏 
（早稲田大学人間科学部健康福祉学科 e スクール） 

○田中 悠美子 氏 
（日本社会事業大学大学院 

社会福祉学研究科博士後期課程） 

○松岡 是伸 氏 
（名寄市立大学保健福祉学部社会福祉学科） 

○本村 真 氏 
（国立大学法人 琉球大学） 

○鶴 幸一郎 氏 
（女川町保健センター） 

 

■編集後記■ 

リアルタイムの情報が価値を生む時代に，研 

究所としての情報発信力をいかに高めるかが 

課題となっています。このたび研究所も必要 

な情報にアクセスしやすいよう，ホームペー 

ジをリニューアルすることになり，改訂作業 

に入りました。Facebook との連携など研究 

所の“いま”を双方向で共有する仕様も予定 

しています。所員の皆様からの“いいね！” 

も楽しみです。（金井） 

  発行日 ２０１４年 3 月 25 日  発行人 大橋謙策 

特定非営利活動法人 日本地域福祉研究所 
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8╱28（木） 

8╱29（金） 

8╱30（土） 
富山県高岡市 

にて開催決定！ 
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